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１．はじめに 

 

（１）本研究の背景と目的 

 わが国では、今後人口減少を前提とした都市づくり

へと考え方を転換していく必要のあることが各所で指

摘されている1)。特にモータリゼーションに伴って肥

大化した市街地すべてを今後維持していくことの難し

さが大きな課題となっている。計画学の分野では、こ

のような人口減少や財政制約等の問題に着目し、都市

コンパクト化を通じた郊外からの撤退のあり方に関す

る議論が活発に交わされている2)3)。 

なお、現在までに議論が重ねられているのは、あく

まで都市圏の中のどこから撤退を行うのがよいかとい

う視点にたつ研究である。換言すると、その都市圏自

体の将来的な存在を前提として議論がすすめられてい

る。しかし、現実には2100年時点には2000年のおよそ

半分に総人口は減少するという予測4)がなされている。

このような状況のもとでは、特に著しい減少の予測さ

れる都市や都市圏では、その内部での都市撤退のあり

方を議論するより、その都市や都市圏自体から撤退す

る(都市放棄)を戦略的に実施する方が広域的な観点か

ら望ましい状況が発生することも予想される。 

実際の都市放棄の内容としては様々な内容が考えら

れ、居住者の移転を促進したり、インフラの維持管理

投資を行わないといった方策が想定される。それらは 
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その都市に残ろうとする居住者に大きな負担を強いる

可能性が高く、実際に政策として実施する際には、単

なる費用便益値の問題ではなく、どのようなソフトラ

ンディング策が可能かという点が大きな焦点となろう。 

以上のような背景の中で、本研究は計画に基づく戦

略的な都市放棄を選択肢の一つとして考えはじめるに

おいて、どのような手がかりが有り得るかを検討する

ことを目的とする。その基本的な発想として、中山間

地域においては｢限界集落｣という概念が既に存在5)す

るが、将来的には「限界都市」という概念も同様に存

在するのではないかという考え方を提示する。もしそ

うであるなら、どこが「限界都市」に相当する可能性

があるかを早めに見極めることは非常に重要な計画上

の作業となる。災害救命の際には手当てをすれば助か

る負傷者と助からない負傷者を専門家が瞬時に判断し、

助かる者の人数を戦略的に増やす「トリアージ」とい

う手法がある。それと同じ作業を都市に対しても行う

必要がある時代に我々は突入しているのではないかと

いうことが本研究の問題意識である。効果的なアーバ

ントリアージを行うことで、助かる都市を一つでも増

やせないかというのが本研究の立脚点である。 

 

（２）本研究の内容 

具体的な本研究の内容は下記のとおりである。 

1)３章では、アーバントリアージに基づく都市放棄を

実施する場合、それによってどのようなことが生じ

るかを、都市の衰退過程における各主体の行動に着

目し、実際の都市に対するモデル的検討から類推す

る。 

2)４章では、すでに慢性的な衰退過程にある都市の衰

退パターンを整理することで、これからの人口減少

時代においてどのような形で「限界都市」が発生し



えるかについて類推する。 

 

２．分析の方法 

 

（１）都市放棄の影響分析について 

a)ローリーモデルの適用 

ここでは、実際に戦略的に都市放棄を行った場合、

都市にどのような影響が生じるかをローリーモデル6)

を用いて検証する。ローリーモデルは、ある地域の成

長を基幹産業の立地のみで説明しようとするモデルで

ある。本研究では、このローリーモデルを用いて、基

幹産業の衰退による都市の衰退を捉える。このモデル

は、公共投資による人口流出を抑制するための対策の

効果や、産業の衰退に因らずその都市に残ろうとする

居住者を考慮していない。したがって、都市から基幹

産業が撤退した(以下、企業の都市放棄)ことによって、

公共が何も対策を行わない(以下、公共の都市放棄)中

で人口が流出した場合を表現できる。このような戦略

的都市放棄を実施した場合の人口減少過程を捉えるた

めに、本研究ではローリーモデルという古典的なモデ

ルをあえて用いる。本研究で用いるローリーモデルを

下記に示す。 

 

 

 

 

 

  ： t年の人口  tP
： 年の基幹産業従業者数 t
：従業者一人当たりの扶養人数 

：人口一人当たりの第三次産業従業者数 

 

b)分析対象都市 

これまでに実際に都市放棄が行われた例はない。し

かし、たとえば夕張市は、炭鉱業という一つの産業に

地域社会が依拠していたことで、その衰退とともに急

速に人口減少を経た都市である。つまり、企業の都市

放棄に伴って衰退した都市である。実際、夕張市は、

産業構造の転換と人口の減少、そしてそれを抑制する

ための行政対応など、今日多くの都市が抱える困難を

最も極端な形で経験しており、都市放棄による影響を

最も捉えやすいと考えられる。したがって、３章では、

夕張市を分析対象都市とし、1975年から2000年までの

国勢調査6時点の人口データを用いて、夕張市の実際

の人口減少過程とローリーモデルを用いて表現する人

口減少過程を比較することで、戦略的都市放棄が及ぼ

す影響を捉える。 

 

（２）都市衰退のパターン分析の特徴 

都市の盛衰に関する文献は多く存在する。山田・徳

岡7)は戦後の都市成長過程における都市圏内を対象に、

また山神8)は1965年から2000年の中小都市圏内を対象

に、人口分布の変化を中心都市と郊外部に着目して分

析している。これらはいずれも都市盛衰の要因を明ら

かにすることを主旨としていない。一般的に、都市盛

衰に最も大きな影響を及ぼす要素として、その都市の

産業構造が挙げられる。しかし、全国の都市を対象と

し、その盛衰を産業構造に着目して行った分析9)は、

高度経済成長期周辺における分析に留まっている。ま

た、全国の都市圏を対象に人口増減の原因について細

かく分析しているものもある10)が、分析対象期間が5

年間と短く、わが国全体の傾向を捉えるための情報と

しては乏しい。 

 これらの都市の盛衰に関する既存研究は、いわば現

在までの実態分析であり、今後の人口減少時代を見据

えた都市盛衰に関する検討は行われていない。そこで

本章では、経済成熟期である1980年から2000年の間、

国勢調査時点で人口が減少し続けている125都市を対

象とし、これらの都市の衰退パターンを産業構造に着

目して整理する。そこから、まず現在の衰退パターン

が以前とどのように変化しているのかを明らかにする。

そして、それを踏まえて今後の人口減少時代において

どのような形で限界都市が発生しうるかについて類推

する。 
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３．都市放棄が衰退都市に及ぼす影響 

 

 夕張市の実際の人口とローリーモデルによる推定値

を炭鉱従業者数11)と併せて図－１に示す。これを見る

と、炭鉱従業者数が著しく減少する1980年以降、実測

値が推定値を大きく上回っている。２．(１)で述べた

ローリーモデルの特徴を踏まえると、この実測値は

「企業の都市放棄」に対して「公共の都市放棄」が行

われなかった、つまり、人口流出を抑制するための行



政対応が行われた結果によるものであると考えられる。

公共が都市放棄を行わなかったということは、1975年

から2000年までの市町村決算状況調を用いて作成した

夕張市の歳出動向から読みとることができる(図-２)。

これを見ると、夕張市では、炭鉱業が急速に衰退した

1980年から1990年にかけて、公共投資額が増大してい

ることがわかる。これは、企業が事業展開のために建

設・維持管理していた道路や水道、住宅等の都市施設

が市に移管され、その整備・維持管理に対する出費が

増加したことが原因であると考えられる12)。特に、住

宅整備は、人口流出の抑制に直接的な効果があったと

思われる。 

しかしながら、夕張市では、結果的に現在も急速に

人口が減少している。また、企業と公共の両者が都市

放棄をした場合でも、残留人口が発生するという点に

注意する必要がある。つまり、企業の都市放棄に対し

て単に公共が都市放棄するだけでは、その都市で劣悪

な生活環境を強いられる住民が発生してしまう可能性

がある。したがって、実際の都市放棄を行う場合は、

この点に注意したソフトランディング策が必要であり、

そのコストも含めてトータルで利害損失を考える必要

がある。 

 

４．都市衰退のパターン分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1980年から2000年の間、国勢調査時点で人口が減少

し続けている125都市の衰退パターンを、表－１のよ

うに産業構造の変化に着目することで分類し、それら

を人口規模、人口減少率別に整理した結果を表－２に

示す。既存研究9)では、1960年から1965年の高度経済

成長期において都市が衰退しないためには、産業の第

三次産業化が条件であるとされている。しかし、表－

２を見ると、50都市が衰退パターン②に分類されてお

り、第三次産業の従業者数が増加傾向にある中で人口

が減少し続けている都市が比較的多いということがわ

かる。また、人口減少率が高くなるほど衰退パターン

③の占める割合が高くなっていることから、第三次産

業の衰退が都市を長期的かつ急速に衰退させる要因の

一つであることがわかる。 

このことから、1980年以降の経済成熟期においては、

産業の第三次産業化が都市を衰退させないための条件

として必ずしも成立せず、さらに今後の総人口減少時

代においては、サービス需要が低下し、第三次産業の

衰退が加速することが考えられる。つまり、今後は第

三次産業の衰退とともに、長期的かつ急速に人口が減

少していく都市が増加することが予想される。おそら

く、このような都市が最も限界都市に近い位置にある

と思われる。しかし、その中でも衰退の速度に差が生

じるということは表－２から想像できる。したがって、

実際にアーバントリアージを実施する場合は、産業構

造だけではなく他の要素にも着目して判断が行われな

ければならない。 

図－２ 夕張市の目的別歳出の動向 
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図－１ 夕張市の人口予測結果 

 

４．おわりに 

 

 実際の都市で都市放棄を行った場合の影響分析では、

夕張市のように衰退を抑制することが困難な都市に対

しては、公共投資を行うよりも戦略的に都市を放棄す

る方が効率的である可能性を示した。しかしながら、

ローリーモデルによって表現した人口減少過程では、

企業や公共の放棄に関わらず、その都市に残ろうとす

る居住者が発生しており、実際に都市放棄を行う場合、

この残留人口に対してどのように対応するかが重要な

ポイントである。 

また、都市の衰退パターン分析からは、第三次産業

従業者数が減少傾向にある都市が長期的かつ他の衰退

都市よりも急速に衰退していることがわかった。この



パターンで衰退する都市が、限界都市となる可能性の

高い都市であると考えられる。このことから、産業構

造の変化は、限界都市の判定や効果的なアーバントリ

アージを実施するための一つの情報となると考えられ

る。 

 今後、アーバントリアージを基調とした都市放棄を

計画における一つの選択肢とする場合、まず限界都市

及びトリアージの判定基準を明確にする必要がある。

そして、その基準に従って戦略的な都市放棄を行うこ

とで、どのような効果や課題があるのかを明らかにす

る必要がある。 
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表－1 都市衰退パターンの分類 

衰退
パターン

第一次 第二次 第三次

① - + +
② - - +
③ - - -

従業者数の変化(1980年～2000年)

表－２ 人口規模、人口減少率、衰退パターン別都市数 

パターン
①

パターン
②

パターン
③

その他
パターン

①
パターン

②
パターン

③
その他

パターン
①

パターン
②

パターン
③

その他
パターン

①
パターン

②
パターン

③
その他

5万人
未満

湯沢
大曲
村山

小千谷
村上
新井
柳川
鹿島

大船渡
江刺
加茂
勝山
大町
小浜
綾部
御所
有田
庄原

新南陽

天竜
井原

横手

遠野
陸前高

田
尾花沢
飯山
福江

串木野
大口

阿久根

鹿角
十日町
栃尾

糸魚川
新湊
鳥羽
相生
備前
新見
竹原
大竹
大川
臼杵

西之表
垂水

美唄
紋別
砂川
輪島
下田
宮津
熊野
新宮
府中
柳井
美祢
安芸
須崎
島原
水俣
串間

両津
長門

豊後高田
平戸

名寄
牛深

士別
根室
深川
男鹿
日光
珠洲
尾鷲
因島

八幡浜
室戸

土佐清
水山田
津久見

留萌
竹田

- -

夕張
芦別
赤平
三笠

歌志内 87

5～
10万人

-

大館
秩父
氷見
館山
岡谷
常滑
阿南

- - 気仙沼

稚内
能代
海南
玉野
坂出

宮古
熱海
萩

宇和島
日南
田川

銚子 - - 釜石 - - - - - 2

10～
30万人

-

伊勢
守口
岩国

新居浜
延岡

尾道
別府

- 桐生
釧路
呉

小樽
大牟田

- - - - - - - 室蘭 - 1

30万人
以上

-
大阪

北九州
- - - 尼崎 函館 - - - - - - - - - 4

8 25 4 1 10 23 25 4 1 2 14 2 0 0 5 1

人口減少率（1980年～2000年）

1

3

計

計
38 62 19 6
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